
●統一的な基準による地方公会計について

　地方公共団体における予算・決算に係る会計制度は、現金収支を議会の民主的統制下に置くことで、予算の適正と確実な執行を図るという観点から、

確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用しています。

　一方で、地方公共団体の厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、

従来からの「現金主義・単式簿記」による予算・決算制度に加えて、「発生主義・複式簿記」といった企業会計的手法を活用した財務書類の開示が推進

されています。

　こうした中、国は、平成26年4月に「統一的な基準」を策定し、すべての地方公共団体に対し、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を要請しました。

　新ひだか町では、この要請を踏まえ、平成28年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成しています。

※各財務書類の数値は千円単位未満で四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。

固定資産 経常費用

1 有形固定資産 1 業務費用

(1) 事業用資産 (1) 人件費

減価償却累計額 職員給与費

(2) インフラ資産 賞与等引当金繰入額

減価償却累計額 その他

(3) 物品 (2) 物件費等

減価償却累計額 物件費

2 無形固定資産 維持補修費

3 投資その他の資産 減価償却費

流動資産 (3) その他の業務費用

1 現金預金 支払利息

2 未収金 その他

3 短期貸付金等 2 移転費用

4 基金 (1) 補助金等

(2) 社会保障給付

固定負債 (3) 他会計への繰出金

1 地方債 (4) その他

2 長期未払金 経常収益

3 退職手当引当金 1 使用料及び手数料

4 損失補償等引当金 2 その他

流動負債

1 一年内償還予定地方債 臨時損失

2 未払金等 1 災害復旧事業費

3 賞与等引当金 2 資産除売却損

4 預り金 3 その他

臨時利益

1 資産売却益

純行政コスト

純経常行政コスト

174,373 120,745 148,090

12,842,293 15,734,474 13,624,795

0 1,312 0

174,373 120,745 148,090

34,019 17,467 11,218

442,910 0 53,834

12,539,736 15,836,440 13,707,834

476,929 18,779 65,051

481,187 482,804 464,743

355,630 390,604 1,502,466

1,304,948 1,846,953 1,052,158

7,280 7,895 8,805

3,265,671 5,746,187 4,450,165

1,537,338 1,935,843 2,010,242

59,703 64,393 476,832

6,115,237 9,536,877 7,521,370

195,992 183,760 583,115

136,289 119,368 106,283

1,894,570 1,927,569 1,958,434

4,801,948 4,876,039 5,498,871

2,646,689 2,619,634 3,106,372

144,182 95,406

292,742 182,737 137,716

15,675,04216,709,84713,376,553

836,817 873,408 1,967,209

7,261,316 7,172,970 8,153,672

2,263,376 2,113,171 2,071,685

1,824,318 1,786,252 1,838,563

146,316

260,689 328,836 434,065
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0 0 0
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　行政コスト計算書は、町の１年間のうち、主に資産形成に結びつかない経常的な行政サービスにかかるコストと使用料など

の経常的な収入の対比を表示しています。

（単位：千円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度勘定科目

（単位：千円）

0 0 52

2,350,512 2,315,016 2,621,384

19,289,543 18,650,313 18,474,447

［　貸借対照表　］

統一的な基準による地方公会計

［　行政コスト計算書　］

負債及び純資産の合計 44,607,640 44,051,782 46,864,567

負債合計 21,640,055 20,965,328 21,095,831

純資産の部_純資産 22,967,585 23,086,453 25,768,736

146,316 144,182 137,139

208,719 184,793 184,793

1,995,478 1,986,040 2,299,400

18,369,033 17,734,193 17,462,921

920,510 916,120 1,011,526

勘定科目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

42,904,135 41,715,046 43,131,634

▲ 141,918 ▲ 1,170,075

1,692 737 0

2,039,998 1,526,424 2,137,987

1,703,505 2,336,735 3,732,932

　貸借対照表は、町の財政状態を表示するもので、基準時点の資産（財産）を上段に、資産のうち今後負担すべき債務（借金

など）を負債として下段に記載しています。また、資産と負債の差額を純資産といい、今までの負担により形成された財産を

表示しています。

資産合計 44,607,640 44,051,782 46,864,567

40,862,445 40,187,886 40,993,648

58,968,877 59,504,186 64,217,384

▲ 34,797,632 ▲ 35,745,223 ▲ 39,079,786

38,368,158 38,653,964 39,016,346

▲ 22,023,078 ▲ 22,697,155 ▲ 23,297,373

423,104 614,034 1,307,152

▲ 76,984

353,781 357,657 1,066,516

264,375 559,196 763,845

1,085,349 1,419,883 1,787,769

0 0 0

「基金」

財政調整基金と減債基金の合

計と一致します。

「有形固定資産」

公共施設や教育施設、道路、橋

りょう、公園など町が保有する

施設の資産総額です。

「無形固定資産」

ソフトウェアなどの資産総額で

す。

「投資その他の資産」

有価証券や出資金、その他特

目基金などの総額です。

「未収金」

決算書の収入未済額の合計と

一致します。

「固定負債」

固定負債の「地方債」と、流動

負債の「一年内償還予定地方

債」の合計が、地方債の年度末

現在高と一致します。

「純資産」

純資産変動計算書の本年度末

純資産残高と一致します。

「業務費用」

職員給与や物件費、維持補修費、

減価償却費などの総額です。

「社会保障給付」

医療費や障害福祉サービス費な

どの扶助費等の総額です。

「経常収益」

施設利用料や住民票発行手数料

などの総額です。

「純経常行政コスト」

経常費用から経常収益を差し引

いたものです。

「純行政コスト」

純経常行政コストに、臨時的に発

生する損失・利益を加味したもの

（町税などで賄うべき経費）です。

「職員給与費」

給料や職員手当、共済費などを

含みます。

「物件費」

資産に計上されないもので、報償

費や旅費、交際費、消耗品費、燃

料費、光熱水費、通信運搬費、50

万円未満の備品購入費などを含

みます。
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業務支出 前年度末純資産残高

1 業務費用支出 純行政コスト（▲）

(1) 人件費支出 財源

(2) 物件費等支出 税収等

(3) 支払利息支出 国道等補助金

(4) その他の支出 本年度差額

2 移転費用支出 資産評価差額

(1) 補助金等支出 無償所管換等

(2) 社会保障給付支出 その他

(3) 他会計への繰出支出 本年度純資産変動額

(4) その他の支出 本年度末純資産残高

業務収入

1 税収等収入

2 国道等補助金収入

3 使用料及び手数料収入

4 その他の収入 【住民一人当たりの資産額［資産合計÷人口］】

臨時支出

臨時収入

投資活動支出

1 公共施設等整備費支出

2 基金積立金支出 【住民一人当たりの負債額［負債合計÷人口］】

3 貸付金支出

投資活動収入

1 国道等補助金収入

2 基金取崩収入

3 貸付金元金回収収入

4 資産売却収入 【住民一人当たりの行政コスト［純行政コスト÷人口］】

財務活動支出

1 地方債償還支出

財務活動収入

1 地方債発行収入

【受益者負担比率［経常収益÷経常費用×100］】

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

295,168 118,868 2,682,283

22,967,585 23,086,453 25,768,736

122,285 161,861

▲ 993,449 ▲ 414,162 ▲ 1,425,661

337,532 724,365 454,227

93,458 95,422 90,204

963,903 1,476,967 1,395,704

154,032

721,514 1,388 1,075,767

0 0 0

▲ 426,346 117,480 1,606,516

0 0 0

9,717,750 10,007,104 10,538,601

2,698,197 5,844,850 4,692,710

▲ 15,734,474 ▲ 13,624,795

12,415,947 15,851,954 15,231,311

353,781 357,657 1,066,516

［　純資産変動計算書 　］
　純資産変動計算書は、期間中の純資産の増減を表し、これまでに形成された財産であり、将来の行政サービスに利用される

ことから、純資産の増減は行政サービス提供能力の増減を表示しています。

勘定科目

（単位：千円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

22,672,417 22,967,585 23,086,453

▲ 12,842,293

145,062 172,864 881,723

208,719 184,793 184,793

▲ 691,613 ▲ 644,278 ▲ 368,672

378,881

本年度末歳計外現金残高

1,253,800 1,351,200 1,757,300

1,253,800 1,351,200 1,757,300

1,945,413 1,995,478 2,125,972

1,945,413 1,995,478 2,125,972

本年度資金収支額

前年度末資金残高

▲ 117,625 27,801 708,860

262,687 145,062 172,864

本年度末資金残高

534,896 689,412

681,096 545,173 1,437,912

93,900 93,750 88,800

4,998,349 3,441,892

485,583 485,902 465,941

1,294,652

2,508,220

13,065,580 15,874,561 15,861,885

9,715,435 9,999,258 10,538,925

本年度末現金預金残高

0 0 0

1,567,436 1,086,241 2,503,192

356,342 391,052 1,415,127

34,019 17,467 11,218

1,957,351 1,891,130 2,821,365

1,182,355 1,252,207

1,052,158

7,280 7,895 8,805

3,265,671 5,746,187 4,509,520

1,537,338 1,935,843 2,010,242

1,304,948 1,846,953

14,770,852 13,347,474

5,348,887 5,233,976 5,766,749

33,365 46,443 38,417

6,115,237 9,536,877 7,580,725

1,976,279

2,907,378 2,948,470 3,645,769

136,289 119,368 106,283

2,271,854 2,119,695

［　資金収支計算書　］

住民一人当たりの資産額 2,006千円 2,014千円 2,191千円

説明

将来に残る住民一人当たりの資産の額

を表しています。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 説明

22,242人 21,872人 21,388人人 口

資 産 合 計

令和元年度 令和2年度 令和3年度

44,607,640千円 44,051,782千円 46,864,567千円

人 口 22,242人 21,872人 21,388人
将来に残る住民一人当たりの借金の額

を表しています。

負 債 合 計 21,640,055千円 20,965,328千円 21,095,831千円

住民一人当たりの負債額 973千円 959千円 986千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度 説明

人 口 22,242人 21,872人 21,388人

住民一人当たりの経常的な費用（町税

などで賄うべき経費）を表していま

す。

純 行 政 コ ス ト 12,842,293千円 15,734,474千円 13,624,795千円

住民一人当たりの行政コスト 577千円 719千円 637千円

令和元年度 令和2年度 令和3年度 説明

経 常 費 用 13,376,553千円 16,709,847千円 15,675,042千円
行政サービスの提供に対する受益者負

担の割合を表しています。

経 常 収 益 836,817千円 873,408千円 1,967,209千円

受益者負担比率 6.3% 5.2% 12.5%

　資金収支計算書は、期間中の現金の流れを業務、投資、財務の3つの活動に分類して表示しています。

勘定科目

（単位：千円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

11,464,124

財務書類から分かる各種指標

「業務活動収支」

行政サービスの提供として

必要となる人件費や物件費

などの支出と、町税や国・

道等補助金、使用料及び手

数料の収入を計上していま

す。

「投資活動収支」

施設や道路等の整備など

の支出と、その財源となる

補助金などの収入を計上し

ています。

「財務活動収支」

地方債（借金）の償還に係

る支出と、地方債の発行に

係る収入を計上しています。

「本年度純資産変動額」

本年度純資産変動額が、プ

ラスになると純資産が増加し、

将来世代の負担（負債）が減

少しますが、マイナスになると

純資産が減少し、将来世代

の負担（負債）が増加します。
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